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１ 指定管理者制度の導入 

長門市では、長門市くじら資料館（以下「資料館」という。）の管理運

営業務について、鯨及び漁村文化に係る民俗資料の保存及び展示により郷

土文化の保存・伝承を図るとともに、これらを観光資源として有効に活用

することにより地域の振興に寄与することを適正かつ効率的に達成するた

め、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2 第 3 項、長門市く

じら資料館条例（平成 17 年長門市条例第 167 号。以下「条例」という。）

第 14 条第 1 項の規定に基づき、指定管理者（管理運営を実施する団体）を

公募します。  

 

２ 施設の概要 

【対象施設】 

名称 長門市くじら資料館 

所在地 長門市通６７１番地１７ 

開館日 1993 年（平成５年）１１月２日 

構造 鉄筋コンクリート造２階 

規模 
敷地面積  ２，６５０㎡ 

延床面積    ６２０㎡ 

施設内容 
ロビー、伝習室、展示室、収蔵庫 

駐車場 乗用車６台 

  

【開館時間及び休館日】 

（１）開館時間 

午前９時から午後５時まで 

（２）休館日 

  毎週火曜日（休日の場合は、その翌日） 

（３）開館日時の変更について 

指定管理者が事業等で必要がある場合、事前に市長の承認を得て、

臨時休館日を指定または開館時間を変更することができます。また、

臨時休館等を行う場合は、ウェブサイト等で事前周知をするものとし

ます。 

３ 基本事項 

（１）指定期間 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 
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（２）指定管理者が行う業務の範囲  

指定管理者が行う業務（以下「管理運営業務」という。）は以下の

業務です。 

① 資料の展示に関する業務 

② 通地区における資料の収集及び保管に関する業務 

③ 地域民俗芸能の伝承に関する業務 

④ 施設の使用の許可に関する業務 

⑤ 施設及び付属設備器具の維持管理に関する業務 

⑥ その他資料館の目的を達成するために必要な業務 

※詳細については、別紙「長門市くじら資料館指定管理者業務仕様書」

（以下「仕様書」という。）を参照のこと。 

（３）経費に関する事項（指定管理料） 

指定管理者は、利用者が支払う利用料金及び市が支払う施設運営に

関する経費（以下「指定管理料」という。）をもって施設を運営しま

す。 

  ① 指定管理料 

長門市は指定管理者に対し、指定期間中に次の金額を上限として指

定管理料を支払います。 

指定管理料上限額 ４３，１６６，０００円（５年間） 

（消費税及び地方消費税を含む） 

 ② 経理と管理口座 

   指定管理の業務に係る経費及び収入は、他の業務に係るものと区別

して経理するとともに、専用の口座で管理してください。 

 ③ 利用料金 

地方自治法第 244 条の 2 第 8 項の規定による利用料金制度を適用し

ます。指定管理者は、条例の別表に掲げる基準額に 10 分の 5 を乗じて

得た額から基準額に 10分の 15を乗じて得た額までの範囲内において、

市長の承認を得て、資料館の利用に係る料金の設定を行うことができ

ます。  

   なお、条例に定める利用料金には、消費税が含まれています。 

  ④ 利用料金の減免 

   利用料金の減免は、条例の規定により、指定管理者において行いま

す。 
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なお、減免等に係る補填については、仕様書に定めるとおりとします。 

⑤ 指定管理者の利益に関する取扱い 

指定管理者の収益の拡大やコスト削減に向けた自主的・主体的な取

組（以下「経営努力」という。）により生じた利益は、指定管理者の

利益としますが、その額が指定管理者の収益規模や利用者の負担等に

照らして、過大であると認められる場合（下記①参照）、当該の利益

については、指定管理者が、市と協議の上、下記②の中から適当な方

法を選択することができるものとします。 

ア 過大な利益の額の算出方法 

（算式） 過大な利益の額（＜０の場合は０）＝Ａ－Ｂ×０.２ 

   Ａ：指定管理者の経営努力により生じた利益の総額（経営努力によ

り生じた利益の認定は、指定管理者が自らその根拠を示すもの

とする。） 

   Ｂ：利用料金の収入総額 

イ 利益還元の方法 

   Ａ 施設利用促進のための事業やサービス向上のための公益事業、

施設改善等の実施 

   Ｂ 当該年度又は当該翌年度における指定管理料の減額 

   Ｃ 市への納付 

   ただし、本来行うべき業務を行わなかったため費用が減少し、利益

が生じたと認められる場合にあっては、当該年度又は当該翌年度の指

定管理料を減額する方法によるものとします。 

 

４ 申請者の応募資格 

（１）資格 

次の要件をいずれも満たすことが必要です。 

① 市内に事業所を有すること又は指定期間の開始までに市内に事業

所を設置する見込みがあること。 

② 法人又は指定期間の開始までに法人格を取得する見込みのある者

（以下「法人等」という。）であること。 

（２）欠格事由（法人等又はその代表者） 

法人等又はその代表者が次の各号のいずれかに該当する場合は、応

募することができません。 
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① 申請者の責めに帰すべき事由により地方自治法第 244 条の 2 第 11

項の規定による指定の取消しを受けたことがある者  

② 地方自治法施行令第 167 条の 4 第 1 項のいずれかに該当する者 

③ 同施行令第 167 条の 4 第 2 項の規定により長門市における一般競

争入札等の参加を制限されている者 

④ 長門市物品等及び業務委託契約に係る指名停止等の措置要綱（平

成 26 年長門市要綱第 20 号）の規定に基づく指名停止を受けている

者 

⑤ 法人にあっては当該法人の、法人以外の場合にあっては代表者の

市税、県税及び国税を滞納している者 

⑥ 会社更生法、民事再生法に基づく更生又は再生手続きを開始して

いる者  

⑦ 長門市暴力団排除条例（平成 23 年長門市条例第 14 号）第 2 条に

定める暴力団又は暴力団員等である者 

⑧ 主として市に対し請負を行う団体（市が資本金、基本金その他こ

れに準じるものの２分の１以上を出資している団体を除く。）であ

って、市長、市の議会の議員、地方自治法第 180 条の 5 に規定する

市の委員会の委員（教育委員会にあっては、教育長及び委員）又は

市の委員が無限責任社員、取締役、執行役、監査役、支配人、清算

人又はこれらに準ずべき者である団体 

（３）複数の法人等で構成されるグループの場合の条件 

複数の法人等で構成されるグループ（共同事業体を含む。以下同

じ。）での応募の場合は、次の事項について留意すること。 

① 複数の法人等がグループを構成して応募する場合は、代表となる

法人等を定めること。 

② 代表となる法人等及びグループを構成する法人等の変更は原則と

して認めない。 

③ グループを構成する法人等は連帯して責任を負うこと。 

④ 複数の法人等で構成されるグループを構成する法人等は、単独で

の応募はできない。また、同時に複数のグループの構成法人等とな

ることはできない。 

 ⑤ 複数の法人等で構成されるグループを構成する各構成法人等のい

ずれかが上記（１）の資格を満たさない、又は（２）の欠格事由に
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該当する場合は応募することができない。 

 

５ 公募に関するスケジュール等 

（１）スケジュールの概要 

日 程 内 容 

202５年（令和７年）９月２９日（月） 募集要項の公表 

202５年（令和７年）１０月２日（木）～ 

202５年（令和７年）１０月３日（金）まで 
説明会の申込み 

202５年（令和７年）１０月８日（水） 
説明会（現地見学会）の開

催 
202５年（令和７年）10 月８日（水）～ 

202５年（令和７年）１０月９日（木） 
質問受付 

202５年（令和７年）10 月１４日（火）までに 質問回答の公表 

202５年（令和７年）10 月１５日（水）～ 

202５年（令和７年）１０月２４日（金） 
申請書類の受付 

202５年（令和７年）１０月３０日（木） 審査 

202５年（令和７年）11 月下旬 選定結果の通知及び公表 

202５年（令和７年）１２月下旬 指定管理者の指定 

202６年（令和８年）３月中 指定管理者との協定締結 

（２）募集の周知の開始（募集要項の公表） 

① 場 所  長門市観光スポーツ文化部スポーツ文化交流課 

（市ホームページからのダウンロード可） 

② 期 間  202５年（令和７年）９月２９日（月）から１０月２４日（金） 

       午前 9 時から午後 5 時まで（閉庁日を除く。） 

（３）説明会の開催・参加申込み 

 【説明会参加申込み】 

① 申込期間  202５年（令和７年）10 月２日（木）から１０月３日（金） 

午後５時まで 

② 申込方法  説明会参加申込書（様式第８号）に必要事項を記入

のうえ、電子メールにてお申込みください。なお、

メールの件名を「くじら資料館説明会申込み」とし

てください。 

③ 申込先  長門市 スポーツ文化交流課 文化交流班 

        E-mail：bunka@city.nagato.lg.jp 
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【説明会】 

① 開催日時  ２０２５年（令和７年）１０月８日（水） 

午前 10 時から 1 時間程度 

② 開催場所  長門市くじら資料館 

③ 備 考  参加人数は各法人等から 3 名以内とします。 

応募とは関係のない情報収集等を目的とした参加はご遠

慮ください。 

募集要項等は、当日配布しないため、各自ご持参くださ

い。 

（４）質問受付 

① 受付期間  202５年（令和７年）１０月８日（水）から１０月９日（木）まで 

        持参の場合、時間は午前 9 時から午後 5 時まで 

郵送の場合、必着 

② 受付方法  質問書（様式第９号）に記入のうえ、「９ 問い合わ

せ先」まで持参又は郵送で提出してください。質問

項目ごとに１枚の質問用紙をご使用ください。これ

以外の方法（電話、ＦＡＸ等）によるものは受け付

けませんのでご了承ください。 

※ただし、質問内容が不明瞭なもの、募集に関する意見

の表明と解されるもの、募集に直接関係のない提案と

解されるもの等については、回答しない場合もありま

すので、質問事項を明瞭に記述してください。 

③ 回答方法  202５年（令和７年）１０月１４日（火）までに市ホームページ

で公表します。 

（５）申請手続き 

① 申請期間  202５年（令和７年）１０月１５日（水）から１０月２４日（金） 

持参の場合、時間は午前 9 時から午後 5 時まで 

郵送の場合は、必着 

② 申請方法  ④に掲げる申請書類一式を提出すること。 

③ 提出方法  申請書類を「９ 問い合わせ先」まで持参又は郵送で

提出してください。 

※申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守られ

なかった場合は、受け付けることができません。 



7 

 

④ 申請書類  

申請書類 様式 
申請単位 

単独 グループ 

1 指定管理者指定申請書 第 1 号 ○ ○ 

2 共同事業体構成書 第 1 号－2 － ○ 

3 
くじら資料館指定管理者事業計画

書 
第 2 号 ○ ○ 

4 誓約書 第 3 号 ○ ◎ 

5 
暴力団員等の排除に係る調査承諾

書 
第 4 号 ○ ◎ 

6 共同事業体協定書兼委任状 第 5 号 － ○ 

7 役員名簿 第 6 号 ○ ◎ 

8 
くじら資料館指定管理業務収支予

算書（任意様式可） 

第 7 号 

【参考】 
○ ○ 

9 

申請団体の定款、寄附行為、規約

又はこれらに類する書類及びパン

フレット等団体の概要が分かる資

料 

※定款、寄附行為、規約又はこれ

らに類する書類には、申請者の

原本証明が必要。 

－ ○ ◎ 

10 

登記事項証明書等 

【法人の場合】 

当該法人分 

【法人以外の場合】 

代表者の身分証明書（本籍地の

長が発行するもの） 

－ ○ ◎ 

11 

納税証明書 

【法人の場合】 

当該法人の市税、県税及び国税  

【法人以外の場合】 

代表者の市税、県税及び国税 

※３か月以内に発行したもの 

－ ○ ◎ 

12 

申請団体の経営状況に関する書類

（申請団体の直近３事業年度の貸

借対照表及び損益計算書又はこれ

らに類する書類） 

※経営状況に関する書類には、申

請者の原本証明が必要。 

※設立から３年に満たない場合

は、設立時以降のものとする。 

－ ○ ◎ 
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※その他事業計画の内容及び団体についての特記事項を証する書類が

あれば提出してください。 

※申請書類は各２部、Ａ４版で提出してください。 

※グループ応募の場合、“◎”の申請書類については、構成するそれ

ぞれの団体について提出してください。 

（６）申請手続きに関する留意事項 

  ① 申請期間満了後の辞退は認めないものとします。 

  ② 提出された申請書類の内容の変更は原則として認めません。ただ

し、申請期間内に限り、軽微な修正については、提出書類全部との

引換えにより認めるものとします。 

  ③ １つの法人等が複数の申請をすることはできません。 

  ④ 申請に要する経費は、全て申請者の負担とします。 

 

６ 審査及び選定の手続きについて 

（１）資格の確認  

提出された申請書類等の内容について、スポーツ文化交流課におい

て応募資格の資格要件の適否について確認を行います。確認の結果、

応募資格を満たしていないと認められた申請者は、失格とし、以後の

選定に関わることができないものとします。 

（２）選定委員会による審査 

  選定委員会により、下記の審査基準に基づき、申請者から提出され

た事業計画書等の審査を行います。 

  審査にあたっては、提出された事業計画書をもとにヒアリングを実

施した上で、協議検討を行います。 

  なお、申請者多数の場合、書面審査によりヒアリングの対象者を絞

り込む場合があります。 

① 審査基準 

   以下の基準に基づき審査を行います。 

   ア 事業計画書の内容が、資料館を利用しようとする者の平等な利

用を確保することができるものであること 

   イ 事業計画書の内容が、資料館の効用を十分に発揮するとともに、

管理に係る経費の縮減を図ることができるものであること 

   ウ 申請者が、事業計画書に沿った管理を安定して行うために必要
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な人的体制及び経済的基礎を有するものであること 

② 審査項目及び配点 

①の基準に基づき、別紙審査基準表により審査を行います。 

なお、「３ 基本事項 （２）指定管理者が行う業務の範囲」に

示す業務のほか、地域の関係団体及び事業者等との連携・協働など

自主的に実施する業務についても審査及び評価を行います。 

（３）無効又は失格  

次に掲げる事項に該当する場合は、無効又は失格とする場合があり

ます。 

① 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの  

② 申請書に記載すべき事項以外の内容が記載されているもの 

③ 虚偽の内容が記載されているもの  

④ 申請者又はその関係者が、選定委員会委員及び本件に関係する市

職員に、本件に関し公平性に影響を与えるような行為を行ったこと

が認められた場合 

（４）選定結果の通知及び公表 

   審査後、選定委員会の審査結果に基づいて市長が指定管理者候補者

を選定します。 

① 選定結果の通知 

選定の結果は、文書で通知します。  

② 選定結果の公表  

選定手続の透明性を確保するため、市ホームページで公表します。 

 

７ 指定管理者の指定及び協定の締結 

（１）指定管理者の指定 

選定した指定管理者候補者を指定管理者として指定することについ

て、長門市議会に議案を提出し、議決後に指定管理者として指定を行

います。 

（２）協定の締結 

   指定管理者候補者決定後、市は、公募内容及び候補者が応募の際に

示した内容に即して指定管理者と指定管理業務の細目的事項について

協議を行い、指定管理者指定後に、指定管理業務に関し包括的な事項

を定めた「基本協定」を締結します。 



10 

 

また、その年度の指定管理料を定めた「年度協定」を年度ごとに締

結します。 

なお、協定書に定めのない事項又は内容の変更や疑義が生じた場合、

協議のうえ定めます。 

（３）指定等の取消について 

   指定管理者の業務開始前までに、指定管理者候補者又は指定管理者

（以下「指定管理者等」という。）が次の事項のいずれかに該当した

場合は、候補者の決定又は指定を取り消します。 

① 長門市議会において指定にかかる議案が否決されたとき 

② 指定管理者等が倒産したとき、又は解散したとき 

③ 資金事情の悪化等により、業務の履行が確実でないと認められる

とき 

④ 申請書類に虚偽の記載があったことが判明したとき 

⑤ 細目協議が整わないとき、又は正当な理由なく協定の締結に応じ

ないとき 

⑥ 本要項に定める応募資格を失ったとき、又は応募資格がないこと

が判明したとき 

⑦ その他指定管理者に指定することが不可能になったとき、又は著

しく不当と認められる事情が生じたとき 

なお、前各項目のいずれかに該当したことによる取消しが、指定

管理者等の責めに帰すべき事由による場合、市が被った損害につい

て賠償請求することがあります。 

また、指定管理者等の決定又は指定の取消しまでに、指定管理者

等が、資料館の管理運営のために要した費用について、市は補償し

ないものとします。 

指定管理者等の決定又は指定が取消しとなった場合、選定におい

て第２位に決定した申請法人を指定管理者候補者として選定する場

合があります。（第２位の申請法人について同様の事態が発生した

場合は、第３位以降の申請法人について順次同様に取り扱うことと

します。） 

 

８ その他留意事項 

（１）接触の禁止 
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  選定に関わる者及び本件に関する市職員等に対して、本件応募につ

いて直接・間接を問わず接触することを禁じます。 

（２）費用負担 

  申請に要する費用は、申請者の負担とします。 

（３）提出書類の取扱い 

① 提出された書類は、理由のいかんに関わらず返却しません。 

② 提出された書類は指定管理者候補者の選定以外の用途には使用し

ません。 

③ 提出された書類の著作権は、申請者に帰属しますが、市は、申請

書類を複写することができるものとします。（使用の目的は庁内及

び委員会での検討に限ります）。  

④ 提出された申請関係書類及び指定期間中の管理運営に係る事業計

画書、各種報告書類は、必要に応じて公表することがあります。た

だし、公表に当たっては、個人情報や申請団体の技術情報、信用情

報等に配慮する必要があるため、長門市情報公開条例の規定に照ら

し内容の判断をします。 

 

９ 問い合わせ先  

長門市 観光スポーツ文化部 スポーツ文化交流課 文化交流班 

〒759－4192  長門市東深川 1339 番地 2   

電 話：0837－23－1119 

F A X：0837－22－6487 

E-mail：bunka@city.nagato.lg.jp 

 



 

1 事業計画等の評価（140点） 

 中項目 小項目 審査の視点 配点 

施設の管
理運営方
針  
(60点） 

施設の設置目的と
団体の理念、姿勢
の整合性 

・施設の設置目的を理解し、適切な方針や考え方を持っているか 
・管理運営にふさわしい団体の理念・経営方針等を持っているか 
・法令遵守に対する体制・意識を備えているか 

10 

平等な利用の確保
のための考え方、
具体的な取組み 

・一部の利用者に対して、不当に利用を制限したり優遇したりす
ることはないか 
・条例等に基づき利用を拒むべき場合について正確に理解した上
での取組になっているか 

10 

関係団体及び事業
者等との連携・協
働 

・地域の関係団体及び事業者等との連携や協働による事業の展開
が図られるものであるか 
・地域経済や地域活動を活性化する方策が施されているか 

40 

施設の効
用 の 発
揮・  管
理経費の
縮減  
(40点) 

本業務に対する意
欲・熱意等 

・指定管理者の指定を申請した理由、施設の現状に対する考え方
及び将来展望は適切か 

10 

施設の効用を増進
するための創意工
夫 

・サービス向上のための提案及び目標が示されているか 
・利用者本位の事業計画を策定しているか 
・施設の利用を促進する方策（営業・宣伝・広報等）がとられて
いるか 
・施設の利用者の増加や利便性を高めるために実施可能な提案で
あるか 

10 

利用者の要望・意
見・苦情等の把握
及びその対応策 

・利用者の意見要望などを運営に反映させる工夫がなされている
か  
・苦情処理の体制は明確になっているか  
・管理運営全般について、定期的に評価し、改善に結びつける方
策がとられているか 

10 

当施設を運営する
に当たっての効率
化への取組み 

・利用料金の設定が適正で、サービス低下につながらない範囲で
コスト縮減が図られているか 

10 

施設の管

理を安定

して行う

能 力 

（40点） 

運営体制と実績 

・責任体制は明確かつ適切か 
・仕様書や事業計画書に記載された内容の業務を的確に遂行する
のに十分な体制がとられているか 
・駐車場や類似する施設で管理運営経験があり、良好な実績のあ
る団体か 

10 

施設の安全性への
配慮 

・日常の事故防止などの安全対策や事故発生時の対応などは適切
か  
・防犯、防災対策は適切か  
・夜間等や非常災害時の対応は適切か  
・施設の清掃等の衛生管理を実施する体制は適切か 

10 

個人情報の保護に
ついての方策 

・個人情報保護の管理体制は適切か（データ等の管理） 10 

 
団体の経営の安定
性・継続性 

・経営基盤が安定しており、継続的な運営が可能か  
・財務状況は良好か 

10 

２ 管理運営経費の評価（30点） 

 中項目 小項目 審査の視点 配点 

 

収支計画
の妥当性 
（30点） 

収支計画の妥当性 

・収入、支出の見込みは現実的かつ効果的か  
・業務水準に必要な経費と収入の見積もりが妥当か（過度、過小
な積算はしていないか、必要な経費は全て計上されているか） 
・指定管理料の提案がなされた場合、その提案に妥当性及び合理
性はあるか 

30 


